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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第142期 

第２四半期 
連結累計期間 

第143期 
第２四半期 
連結累計期間 

第142期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 11,369,608 11,218,014 23,571,229 

経常利益 （千円） 1,338,801 1,101,121 2,880,434 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
（千円） 957,987 910,375 2,738,452 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 799,755 923,140 2,760,136 

純資産額 （千円） 11,298,335 13,604,314 13,054,222 

総資産額 （千円） 21,299,259 23,367,332 22,860,799 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 192.77 183.23 551.08 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.1 57.5 56.4 

営業活動による        

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,515,095 744,697 2,661,796 

投資活動による        

キャッシュ・フロー 
（千円） △665,865 △828,886 △1,380,063 

財務活動による        

キャッシュ・フロー 
（千円） △379,501 △364,396 △609,758 

現金及び現金同等物の     

四半期末（期末）残高 
（千円） 5,516,104 5,302,992 5,759,136 

 

回次
第142期

第２四半期
連結会計期間

第143期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 86.32 112.09 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４. 当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の政策運営や北朝鮮問題などの地政学的リスクの顕在化

により、依然として先行き不透明な状況が続いておりますが、雇用・所得環境の改善などを背景に、全体としては

緩やかな回復基調で推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループにおきましては、引き続き配電盤等の需要が増加したものの、電力業界に

おける次世代配電網構築の動きが鈍化したことなどの影響により、当第２四半期連結累計期間の売上高は11,218百

万円（前年同四半期比1.3％減）となりました。 

 損益面につきましては、コストダウンや業務効率化の推進などにより利益の確保に努めてまいりましたが、売上

高の減少やプロダクトミックスの影響等により、営業利益は1,062百万円（同21.4％減）、経常利益は1,101百万円

（同17.8％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、910百万円（同5.0％

減）となりました。 

 なお、当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、製品区分別の売上状

況を示すと以下のとおりであります。 

 

「電子制御器」 

 電磁開閉器につきましては、空調業界を中心として順調に推移しましたが、海外向け製品の売上高が減少した 

ことにより、売上減となりました。 

 また、電力会社向け配電自動化用子局につきましても、次世代配電網構築の動きに停滞感が見られ、売上減と 

なりました。 

 その結果、電子制御器全体の売上高は2,292百万円（同7.9％減）となりました。 

 

「配電用自動開閉器」 

 主力製品である波及事故防止機器（通称SOG開閉器）につきましては、工場構内の設備更新や新エネルギー関連

における需要が継続したものの、成長に一服感が見られ、売上減となりました。 

 また、電力会社向け配電用自動開閉器につきましても、一部の電力会社による設備投資抑制の影響を受け、売上

減となりました。 

 その結果、配電用自動開閉器全体の売上高は5,131百万円（同7.4％減）となりました。 

 

「配電盤及びシステム機器」 

 配電盤につきましては、化学プラント設備関連を中心とした高低圧盤一括受注の営業展開が功を奏し、売上増と

なりました。 

 システム機器につきましては、畜産クラスター事業関連が好調に推移したことにより、水処理システム機器の売

上高が増加したものの、大型案件がありました前年同四半期と比較すると、売上減となりました。 

 その結果、配電盤及びシステム機器全体の売上高は1,812百万円（同8.1％増）となりました。 

 

「その他」 

 産業用機械や自動車業界において引き続き堅調な動きが見られ、金属加工や樹脂成形分野における部品等の売 

上高は1,981百万円（同19.4％増）となりました。 

 

 なお、上記の金額は、消費税等抜きで表示しております。 

 

- 2 -



(2）財政状態の分析

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産は17,229百万円となり、前連結会計年度末に比べ35百万円減少い

たしました。これは主に現金及び預金が減少したことによるものであります。固定資産は6,138百万円となり、前

連結会計年度末に比べ542百万円増加いたしました。これは主に有形固定資産が増加したことによるものでありま

す。 

 この結果、総資産は23,367百万円となり、前連結会計年度末に比べ506百万円増加いたしました。 

 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債は6,940百万円となり、前連結会計年度末に比べ76百万円減少い

たしました。これは主にその他に含まれる未払金が減少したことによるものであります。固定負債は2,822百万円

となり、前連結会計年度末に比べ32百万円増加いたしました。これは主に退職給付に係る負債が増加したことによ

るものであります。 

 この結果、負債合計は9,763百万円となり、前連結会計年度末に比べ43百万円減少いたしました。 

 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は13,604百万円となり、前連結会計年度末に比べ550百万円増

加いたしました。これは主に利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 

(3）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

456百万円の減少となり、当第２四半期連結会計期間末残高は5,302百万円となりました。

 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は744百万円（前年同四半期は1,515百万円の収入）となりました。これは主に税金

等調整前四半期純利益の計上によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は828百万円（前年同四半期は665百万円の支出）となりました。これは主に有形固

定資産の取得による支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は364百万円（前年同四半期は379百万円の支出）となりました。これは主に配当金

の支払額による支出によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、143百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 94,000,000

計 94,000,000

（注） 平成29年６月29日開催の第142期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。

 これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は18,800,000株とな

っております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 25,143,291 5,028,658
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 25,143,291 5,028,658 － －

（注）１．平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済

株式総数は20,114,633株減少し、5,028,658株となっております。

２．平成29年６月29日開催の第142期定時株主総会において、定款の一部変更に係る議案が承認可決されてお

ります。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から

100株に変更となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 25,143 － 2,899,597 － 483,722

（注） 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は20,114千株減少し、5,028千株となっております。
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（６）【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社戸上ビル 東京都目黒区青葉台四丁目１番10号  2,269 9.02 

 戸上 信一 東京都目黒区 1,238 4.92 

 戸上電機取引先持株会 佐賀市大財北町１番１号 1,226 4.87 

 株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,100 4.37 

 株式会社佐賀銀行 佐賀市唐人二丁目７番20号  1,100 4.37 

 戸上電機製作所従業員持株会 佐賀市大財北町１番１号 780 3.10 

 戸上 孝弘 佐賀市 647 2.57 

 日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 600 2.38 

 戸上 鴻太朗 東京都目黒区 557 2.21 

 山沢 滋 東京都渋谷区 403 1.60 

計 － 9,923 39.46 
 

（注） 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数につ

いては、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  299,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,544,000 24,544 －

単元未満株式 普通株式  300,291 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 25,143,291 － －

総株主の議決権 － 24,544 －

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２．平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は20,114,633株減少し、5,028,658株となっております。

３．平成29年６月29日開催の第142期定時株主総会において、定款の一部変更に係る議案が承認可決されており

ます。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株

に変更となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社戸上電機製作所
佐賀市大財北町

１番１号
299,000 － 299,000 1.2

計 － 299,000 － 299,000 1.2

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,083,618 5,635,876 

受取手形及び売掛金 5,765,049 5,559,335 

電子記録債権 809,150 1,228,166 

商品及び製品 1,309,794 1,234,063 

仕掛品 1,643,160 1,754,211 

原材料及び貯蔵品 1,110,739 1,309,129 

その他 543,307 508,292 

貸倒引当金 △118 △7 

流動資産合計 17,264,702 17,229,068 

固定資産    

有形固定資産 3,378,206 3,854,848 

無形固定資産 111,617 127,236 

投資その他の資産    

その他 2,110,440 2,159,978 

貸倒引当金 △4,167 △3,800 

投資その他の資産合計 2,106,272 2,156,178 

固定資産合計 5,596,097 6,138,263 

資産合計 22,860,799 23,367,332 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,725,745 2,620,822 

電子記録債務 1,943,086 2,051,469 

短期借入金 183,384 196,680 

未払法人税等 409,548 373,678 

賞与引当金 662,282 675,167 

その他 1,093,026 1,022,965 

流動負債合計 7,017,074 6,940,783 

固定負債    

退職給付に係る負債 2,471,529 2,512,152 

役員退職慰労引当金 15,637 18,476 

その他 302,335 291,605 

固定負債合計 2,789,502 2,822,234 

負債合計 9,806,576 9,763,018 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,899,597 2,899,597 

資本剰余金 533,815 534,085 

利益剰余金 9,378,600 9,916,330 

自己株式 △49,892 △50,088 

株主資本合計 12,762,121 13,299,925 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 147,950 157,459 

為替換算調整勘定 145,366 128,961 

退職給付に係る調整累計額 △156,440 △144,017 

その他の包括利益累計額合計 136,877 142,402 

非支配株主持分 155,224 161,985 

純資産合計 13,054,222 13,604,314 

負債純資産合計 22,860,799 23,367,332 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 11,369,608 11,218,014 

売上原価 8,262,489 8,417,831 

売上総利益 3,107,119 2,800,182 

販売費及び一般管理費 ※ 1,754,934 ※ 1,737,715 

営業利益 1,352,184 1,062,466 

営業外収益    

受取利息 2,015 2,120 

受取配当金 9,238 8,945 

鉄屑売却収入 14,244 21,401 

その他 54,792 41,638 

営業外収益合計 80,291 74,106 

営業外費用    

支払利息 3,522 2,984 

売上割引 28,991 28,331 

為替差損 51,606 2,037 

その他 9,554 2,098 

営業外費用合計 93,674 35,451 

経常利益 1,338,801 1,101,121 

特別利益    

受取損害賠償金 － 189,064 

特別利益合計 － 189,064 

税金等調整前四半期純利益 1,338,801 1,290,185 

法人税、住民税及び事業税 348,499 358,070 

法人税等調整額 22,217 15,233 

法人税等合計 370,716 373,303 

四半期純利益 968,085 916,882 

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,097 6,507 

親会社株主に帰属する四半期純利益 957,987 910,375 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 968,085 916,882 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,132 10,241 

為替換算調整勘定 △185,830 △16,405 

退職給付に係る調整額 10,367 12,422 

その他の包括利益合計 △168,329 6,258 

四半期包括利益 799,755 923,140 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 790,284 915,900 

非支配株主に係る四半期包括利益 9,470 7,240 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,338,801 1,290,185 

減価償却費 239,161 278,004 

固定資産除却損 1,221 1,120 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 841 △478 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,520 2,838 

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,129 12,884 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 53,200 58,488 

受取利息及び受取配当金 △11,254 △11,065 

支払利息 3,522 2,984 

受取損害賠償金 － △189,064 

売上債権の増減額（△は増加） 264,335 △218,796 

たな卸資産の増減額（△は増加） △453,115 △240,901 

仕入債務の増減額（△は減少） 194,660 7,430 

未払金の増減額（△は減少） 12,981 △28,313 

未払費用の増減額（△は減少） △55,351 △55,999 

未払消費税等の増減額（△は減少） △41,567 21,526 

預り保証金の増減額（△は減少） △1,787 △1,787 

その他 309,630 72,954 

小計 1,857,892 1,002,013 

利息及び配当金の受取額 10,763 11,357 

利息の支払額 △2,353 △1,670 

損害賠償金の受取額 － 189,064 

購入部品不具合に伴う製品改修の支払額 △43,587 △96,143 

法人税等の支払額 △307,620 △359,923 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,515,095 744,697 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △104,009 △107,421 

定期預金の払戻による収入 194,368 99,019 

有形固定資産の取得による支出 △761,521 △751,659 

有形固定資産の売却による収入 97 － 

無形固定資産の取得による支出 △4,263 △34,159 

投資有価証券の取得による支出 △360 △9,848 

その他 9,822 △24,817 

投資活動によるキャッシュ・フロー △665,865 △828,886 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △1,361 △350 

短期借入金の純増減額（△は減少） △92,439 17,670 

長期借入金の返済による支出 △28,712 △4,374 

配当金の支払額 △248,776 △373,458 

その他 △8,212 △3,883 

財務活動によるキャッシュ・フロー △379,501 △364,396 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △70,033 △7,557 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 399,694 △456,143 

現金及び現金同等物の期首残高 5,116,409 5,759,136 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,516,104 ※ 5,302,992 
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成29年４月１日 

  至  平成29年９月30日） 

給料 426,714千円 432,668千円 

賞与引当金繰入額 168,332 165,900 

退職給付費用 32,661 36,329 

役員退職慰労引当金繰入額 939 2,838 

貸倒引当金繰入額 841 △478 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 5,892,185千円 5,635,876千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △376,081 △332,883

現金及び現金同等物 5,516,104 5,302,992
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 
定時株主総会

普通株式 248,497 10.0  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日 
取締役会

普通株式 198,771 8.0  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 372,645 15.0  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月１日
取締役会

普通株式 198,746 8.0  平成29年９月30日  平成29年12月５日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

 当社グループは、産業用配電機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 192円77銭 183円23銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
957,987 910,375

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
957,987 910,375

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,969 4,968

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合等） 

 当社は、平成29年５月９日開催の取締役会において、平成29年６月29日開催の第142期定時株主総会に単元株

式数の変更、株式併合及び定款の一部変更について付議することを決議し、同株主総会において承認可決され、

平成29年10月１日でその効力が発生しております。

 

(1) 単元株式数の変更及び株式併合の目的

 全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、すべての国内上場会社の普通株式の売買

単位を100株に統一することを目指しております。

 当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、単元株式数を1,000株から100株に変更

し、あわせて、中長期的な株価変動を勘案しつつ、投資単位を適切な水準に調整することを目的として、株式併

合（５株を１株に併合）を実施するものであります。

 

(2) 単元株式数の変更の内容

 株式併合の効力発生と同時に、単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 

(3) 株式併合の内容

 ① 併合する株式の種類

   普通株式

 ② 併合の方法・割合

   平成29年10月１日をもって、同年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主の皆様の所有株式につい

て、５株につき１株の割合で併合いたしました。

 ③ 併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 25,143,291株

株式併合により減少する株式数 20,114,633株

株式併合後の発行済株式総数 5,028,658株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株式総

数及び株式併合割合に基づき算出した理論値です。

 ④ １株未満の端数が生じる場合の処理

   株式併合の結果、１株に満たない端数につきましては、会社法第234条及び第235条の定めにより、一括し

て処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 

(4) 単元株式数の変更及び株式併合の日程

取締役会決議日 平成29年５月９日

株主総会決議日 平成29年６月29日

単元株式数の変更及び株式併合 平成29年10月１日

 

(5) １株当たり情報に及ぼす影響

 １株当たり情報に及ぼす影響につきましては、当該箇所に記載しております。
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２【その他】

  平成29年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ）配当金の総額………………………………………198,746千円

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………８円00銭

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月５日

 （注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月６日

株式会社戸上電機製作所 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 芳 野  博 之 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 内 野  健 志 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社戸上電

機製作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社戸上電機製作所及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成29年11月７日

【会社名】 株式会社戸上電機製作所

【英訳名】 Togami Electric Mfg. Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  戸上 信一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 佐賀市大財北町１番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社戸上電機製作所 東京オフィス

（東京都目黒区青葉台四丁目１番13号 戸上ビル）

株式会社戸上電機製作所 中部オフィス

（愛知県名古屋市熱田区花表町21番２号）

株式会社戸上電機製作所 関西オフィス

（大阪府吹田市江の木町12番５号 大阪戸上ビル）

株式会社戸上電機製作所 九州オフィス

（福岡県福岡市中央区天神四丁目３番30号 天神ビル新館）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 戸上信一は、当社の第143期第２四半期（自平成29年７月１日 至平成29年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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